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2025年における米国の農業経営体は、前年から約1万5,000経営体減少し、約187万経営体となった。長期的な推移では、
2018年の約203万経営体から、約16万経営体の減少がみられる。

米国農業の概要

Ⅱ–1 米国農業の概要及び政策動向の概観（2017~2025年度）

2025年における米国の農業経営体数の推移

州 2024 2025

Alabama 37,100 37,000

Alaska 1,200 1,200

Arizona 15,100 15,100

Arkansas 37,200 37,000

California 62,500 62,100

Colorado 35,000 34,900

Connecticut 4,900 4,900

Delaware 2,150 2,150

Florida 44,400 44,000

Georgia 38,300 38,000

Hawaii 6,500 6,500

Idaho 22,500 22,400

Illinois 70,000 69,600

Indiana 52,000 51,500

Iowa 86,700 86,200

Kansas 55,500 54,800

Kentucky 69,100 67,700

Louisiana 24,600 24,300

Maine 7,000 6,900

Maryland 12,600 12,600

Massachusetts 6,900 6,900

州 2024 2025

Michigan 44,000 43,800

Minnesota 65,300 64,000

Mississippi 30,800 30,500

Missouri 85,700 85,500

Montana 23,800 23,300

Nebraska 44,300 44,100

Nevada 3,100 3,000

New Hampshire 3,850 3,850

New Jersey 9,900 9,900

New Mexico 20,800 20,600

New York 30,500 30,000

North Carolina 42,100 41,300

North Dakota 24,800 24,500

Ohio 74,000 73,600

Oklahoma 70,000 69,700

Oregon 35,500 35,400

Pennsylvania 48,800 48,400

Rhode Island 1,000 1,000

South Carolina 22,600 22,500

South Dakota 28,300 28,200

州 2024 2025

Tennessee 62,900 62,500

Texas 231,000 229,000

Utah 17,300 17,200

Vermont 6,300 6,300

Virginia 39,000 38,600

Washington 31,800 31,500

West Virginia 22,600 22,500

Wisconsin 58,200 58,000

Wyoming 10,500 10,500

United States
（計）

1,880,000 1,865,000

（出所） USDA, Farms and Land in Farms 2025 Summary

https://esmis.nal.usda.gov/sites/default/release-files/795776/fnlo0226.pdf
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2025年は、農業経営体が増加した州はなく、横ばいまたは減少傾向である。全米合計では、0.8%の減少となる。
減少幅が大きい州は、Nevada（-3.2%）、Montana（-2.1%）,Minnesota（-2.0%）,Kentucky（-2.0%）、
North Carolina（-1.9%）、などである。

米国農業の概要

2025年における米国の農場経営体数の推移（減少率）
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（出所） USDA, Farms and Land in Farms 2025 Summary

https://esmis.nal.usda.gov/sites/default/release-files/795776/fnlo0226.pdf


11 Mitsubishi UFJ Research and Consulting 

2025年の米国の農地面積は、873,950,000エーカーであり、前年から2,510,000エーカーの減少がみられる。
また、2025年における農業経営体の平均農地面積は、469エーカーとなり、農業経営体の減少と統合による規模の拡大に
よって、2018年の444エーカーから増加傾向にある。

米国農業の概要

農業経営体、農地面積、および平均の農業経営体規模（100エーカー）を単位とした平均エーカー数（1850〜2024年）

（単位：100万の農業経営体、10億エーカー、または農業経営体あたり100エーカー）

Ⅱ–1 米国農業の概要及び政策動向の概観（2017~2025年度）

（出所） USDA, Farms and Land in Farms 2025 Summary

https://esmis.nal.usda.gov/sites/default/release-files/795776/fnlo0226.pdf
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USDA ERSは、農業に投入される労働・土地などの総投入量は、横ばい〜微減である一方で、農業産出が大きく増加している
ことから、米国農業の成長は、全要素生産性（TFP）向上が大きく寄与していると分析。
米国の農業総産出は、1948年比で約190％増加しており、年間平均で、1.46%の成長率である。

米国農業の概要

米国の農業産出、投入、及び全要素生産性（TFP）（1948–2021）

（index, 1948=1）

Ⅱ–1 米国農業の概要及び政策動向の概観（2017~2025年度）

（出所） USDA, Farms and Land in Farms 2025 Summary

https://esmis.nal.usda.gov/sites/default/release-files/795776/fnlo0226.pdf
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USDA ERSは、米国農業の生産性向上は、技術革新や研究開発、経営の効率化によって支えられており、今後も効率を重視
した農業構造が持続すると分析。

米国農業の概要

USDA ERSによる生産性向上の要因と分析の要点

◼ 作物・家畜の遺伝的改良
◼ 農薬・肥料の性能向上
◼ 精密機械・デジタル化、設備効率化
◼ 公的、民間研究開発の蓄積

◼ 経営規模の拡大
◼ 効率的資本投入・外部サービス活用
◼ サプライチェーンや作業分業の高度化

◼ 労働：労働者属性の変化（技能向
上・機械操作の高度化）

◼ 資本：機械効率・耐久資産の性能
向上

◼ 中間投入：化学資材の効果向上、
サービスの専門化

◼ 1948年以降、農業総投入はほぼ増えていない一方で、産出は約3倍と増加していることから、生産性
向上が米国農業の成長を支えている。

◼ 特に、2019～2021年は、雇用労働投入の大きな減少が、総投入の減少を牽引。
◼ 遺伝的改良・機械化・化学資材の性能向上・デジタル農業などが生産性を向上させており、政策的に

も研究投資や技術普及の維持を支援する方針。

Ⅱ–1 米国農業の概要及び政策動向の概観（2017~2025年度）

【要因①：技術革新と研究投資】 【要因②：農場組織・経営構造の変化】 【要因③：投入資源の質向上】

（出所） USDA, Farms and Land in Farms 2025 Summary

https://esmis.nal.usda.gov/sites/default/release-files/795776/fnlo0226.pdf
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2024年の米国農業収入（GCFI：Gross cash farm income）は約6,115億ドルと予測される。2025年は約5,290
億ドルであり、0.4%の減少となるものの、2024年比で2025年は2.8%増加しており、主たる増加要因は現金収入の増加で
ある。収入の増加は、主に大規模家族農業経営体に顕著であり、規模の経済が顕在化している。

米国農業の概要

米国の農業収入（GCFI）の構成要素（2005年〜2026年予測）

（出所）USDA, Economic Research Service, Farm Income and Wealth Statistics. Data as of February 5, 2026

（billion 2025 dollars）

（注）F＝予測値（forecast）であり、2025年と2026年のデータは予測値。
 数値は、米国商務省 経済分析局（BEA）の国内総生産（GDP）価格指数を用いてインフレ調整され、USDAによって2026年基準に統一化。

Ⅱ–1 米国農業の概要及び政策動向の概観（2017~2025年度）

2025年数値では、作物
（Crops）の割合が約45%

であり、約2,380億ドル

【GCFIの要素】

◼ 現金収入（cash 
receipts）

◼ 農場関連収入（farm-
related income）

◼ 政府の直接支払
（Government farm 
program payments）

https://www.ers.usda.gov/data-products/farm-income-and-wealth-statistics
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前項の米国農業収入（GCFI：Gross cash farm income）のグラフとあわせて、米国における農業経営体の収入は、
2022年をピークに減速しつつも、長期平均よりは高水準を維持している。
特にトウモロコシを中心に小幅増加がみられるものの、肥料・飼料の費用高止まりが利益を圧迫している。

米国農業の概要

米国の正味農業収入（NFI）および正味現金収入（NCFI）（2005〜2026年予測）

（出所）USDA, Economic Research Service, Agricultural Productivity in the U.S. data product. Data as of January 2024

（billion 2025 dollars）
【収入推移の分析】

◼ Net Farm Income
⚫ 23年から25年にかけて、穀

物価格の調整、政府補助金
の縮小、生産コストの増加に
より、連続して低下

◼ cash receipts
⚫ 22年以降の下げ基調が続く

ものの、26年予想では、トウ
モロコシ品目で小幅増収

◼ Government payments
⚫ 災害補填や価格連動した支

払いが増加

◼ Production Expenses
⚫ 肥料・燃料高騰を背景に 

21年から23年は急上昇した
ものの、26年は横ばい予測

（注）F＝予測値（forecast）であり、2025年と2026年のデータは予測値。
 数値は、米国商務省 経済分析局（BEA）の国内総生産（GDP）価格指数を用いてインフレ調整され、USDAによって2026年基準に統一化。

Ⅱ–1 米国農業の概要及び政策動向の概観（2017~2025年度）

https://www.ers.usda.gov/data-products/agricultural-productivity-in-the-united-states
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2025年における主要品目別の総収入構成（Cash Receipts by Commodity）は以下の通りであり、総額は約5,390
億ドル、畜産（Animals & Products）の割合が約55%、作物（Crops）の割合が約45%である。
なお、品目別の金額は端数調整等の加工を行っており、合計が必ずしも総額と一致しない。

米国農業の概要

主要カテゴリー別構成比（Cash Receipts by Commodity ）

（出所）USDA ERS: Cash Receipts by Commodity — United States / 2025F

畜産（Animals & Products） 作物（Crops）

Meat animals：約1,574億ドル

Poultry and eggs：約762億ドル

Dairy products Milk：約486億ドル

Miscellaneous animals and products：約84億ドル

Feed crops：約719億ドル

Oil crops：約478億ドル

All other crops：約409億ドル

Fruits and nuts：約331億ドル

Vegetables and melons：約255億ドル

Food grains：約126億ドル

Cotton：約55億ドル

Tabaco：約7億ドル

Ⅱ–1 米国農業の概要及び政策動向の概観（2017~2025年度）

（計約2,910億ドル） （計約2,380億ドル）

https://data.ers.usda.gov/reports.aspx?ID=4057
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作物（Crops）上位10品目別の総収入構成（Cash Receipts by Commodity）は以下の通りである。
なお、品目別の金額は端数調整等の加工を行っており、合計が必ずしも総額と一致しない。

米国農業の概要

作物（Crops）の上位10品目別構成比（Cash Receipts by Commodity ）

その他：約966億ドル

Corn：約616億ドル

Soybeans：約445億ドル

Wheat：約98億ドル Sugar beets：約21億ドル

Potatoes：約48億ドル

Cotton lint, Upland：約40億ドル

Rice：約29億ドル

hay：約79億ドル Sugarcane for sugar and seed：約19億ドル

Peanuts：約17億ドル

トウモロコシが1位で25.9%（$61.6B）、
次点で大豆が18.7%（$44.5B）、

小麦が4.1%（$9.8B）と続く

Ⅱ–1 米国農業の概要及び政策動向の概観（2017~2025年度）

（計約2,380億ドル）

（出所）USDA ERS: Cash Receipts by Commodity — United States / 2025F

https://data.ers.usda.gov/reports.aspx?ID=4057
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米国では、小規模家族農業経営体が、全体の約86%を占めているものの、これらが占める農地面積は約46%、生産額は
19%に過ぎない。大規模家族農業経営体が生産価値の約50%を占める。

米国農業の概要

米国における農業経営体の類型と生産価値（2024年）

（出所）USDA, Economic Research Service and USDA, National Agricultural Statistics Service, Agricultural Resource 
Management Survey. Data as of February 5, 2026

（米国の農業経営体または生産量の割合）【農業経営体の類型】

◼ Small family farms（小規模）
⚫ GCFIベースで35万ドル未満
⚫ さらに以下に区分
- Low-sales farms：GCFI が、<$150,000
- Moderate-sales farms：GCFIが、$150,000～$349,999
- Retirement farms：主な就労者が引退
- Off-farm occupation farms：主な収入・職業が農業以外

◼ Midsize family farms（中規模）
⚫ GCFIベースで35万～100万ドル未満

◼ Large-scale family farms（大規模）
⚫ GCFIベースで100万ドル以上
⚫ さらに以下に区分
- Large farms： GCFIが、$1,000,000～$4,999,999
- Very large farms：GCFIが、$5,000,000以上

◼ Nonfamily farms（非家族経営）
⚫ 家族（経営者／親族）が事業の過半を所有してい

ない農場

（注）GCFI = 経費控除前の年間総現金農場収入
 Nonfamily farms（非家族農場）＝経営の大部分が経営者本人またはその親族によって所有されていない
 農場を指す

Ⅱ–1 米国農業の概要及び政策動向の概観（2017~2025年度）

https://www.ers.usda.gov/data-products/arms-farm-financial-and-crop-production-practices
https://www.ers.usda.gov/data-products/arms-farm-financial-and-crop-production-practices
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米国の農家の約86%は小規模家族農業経営体であり、通常、世帯収入の大部分を農業生産だけでなく別の収入源に依存。
大規模家族農業経営体の世帯収入の中央値は2024年に410,756ドルとなり、その大部分は農業による収入である。

米国農業の概要

米国における農業経営体の中央値所得（所得源および農業経営体類型別、2024年）

（注）GCFI = 経費控除前の年間総現金農場収入
 Nonfamily farms（非家族農場）＝経営の大部分が経営者本人またはその親族によって所有されていない農場を指す

Ⅱ–1 米国農業の概要及び政策動向の概観（2017~2025年度）

（出所）USDA, Economic Research Service and USDA, National Agricultural Statistics Service, Agricultural Resource 
Management Survey. Data as of February 5, 2026

https://www.ers.usda.gov/data-products/arms-farm-financial-and-crop-production-practices
https://www.ers.usda.gov/data-products/arms-farm-financial-and-crop-production-practices
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米国における過去の農業・貿易政策動向の概観は以下の通り。

米国における農業・貿易政策の経緯

米国における政策動向の概観

共和党がIRA
見直しに着手

農
業
・
食
料
政
策

貿
易
政
策

そ
の
他
・

予
算
執
行

第一次トランプ政権（2017〜2021）
第二次トランプ政権

（2025年〜2029年1月）
バイデン政権（2021〜2025）

農務省（USDA）の
予算・人員削減を計画

現行農業法

（18〜23年）

農業法延長
（〜24年9月）

農業法再延長
（〜25年9月）

TPP離脱

(17年）

農産物貿易促進プログラム:ATP
（18〜24年）

インフレ抑制法：
IRA（2022年）

市場円滑化プログラム
：MFP（18~19年）

食品買い上げ配賦
プログラム：FPDP
（19年、20年）

不法滞在者
の摘発強化・

強制送還

米中関税
一時引き下げ
（25年5月）

中国の関税を
更に引き上げ

1週間後

貿易緩和パッケージ

緊急商品支援
プログラム：

ECAP
（25年）

一時凍結の大統領令
(25年1月）

地域農業振興
プログラム：RAP（23年）

米中経済・貿易協定
第一段階交渉終了

(20年）

中国が
米国産

大豆・牛肉
等に報復

関税（18年）

パンデミックを受け、
農家向けに330億ドルの支援

(20年）

パンデミック・カバークロップ・プログラム
：PCCP（2021年）

パンデミック支援収益プログラム：PARP（20〜23年）

新型コロナウイルスの収束と共に、
農家向け補助金学も減少

対中貿易摩擦による
農産物輸出減少を補填する

直接現金支払い
（Market Facilitation 

Program: MFP）
約230億ドル

中国への
関税賦課

(301条関税）
を開始

301条関税の
見直しを開始
（22年）

301条関税の
対象品目拡大と

対中関税率
引き上げ

（24年）

米中貿易摩擦
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大統領令Ending 
Certain Tariff 

Actions
（追加関税終了）

（26年2月）

世界共通関税
と相互関税の
導入に関する

大統領令

（25年4月） グローバル関税導入


